
天草市公告第 69号　

　天草市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成18年天草市条例第29号）に基づき、

天草市人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

１　職員の任免及び職員数の状況

　平成28年10月1日

天草市長　中 村 五 木

（1）職員の任免の状況

区 分

うち4月1日採用 採用 退職 うち4月1日採用

人数 1,135人 26人 8人 57人 1,116人 30人

平成27年4月1日現在職員数 平成28年4月1日現在職員数平成27年4月2日～平成28年3月３１日

（2）部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。
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（2）部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。
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（3）年齢別職員構成の状況（平成２８年４月１日現在）

（4）職員数の推移
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（注）人数は各年の4月1日時点での数値となります。
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２　職員の給与の状況

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（注）人件費には、投資的経費に係る人件費を含みます。

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。
 　     ２　職員数は、平成２７年４月１日現在の人数です。

（3）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２８年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円

②技能労務職

歳 円 円

歳 円 円

382,375

363,368

平均給与月額平均年齢

43.9

区　　分

天草市

平成26年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

17.75

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

16.04

人 件 費

84,584 53,745,788

　　　　　千円

　　　　　　Ｂ

8,621,653

人　

2,307,355

区　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（平成27年度末）

（参考）人 件 費 率実 質 収 支

区　分

H27年度 　　　　　　　千円　　　　　千円

A
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345,160

54.2

平均年齢
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866
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給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　千円
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千円 千円　　　　　千円
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一人当たり

421,726

職員手当 期末・勤勉手当 給与費 B/A

千円

6,305

3

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務　　　　　 
　　　　手当などのすべての諸手当の額を合計した平均です。

（4）職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円

円

（5）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円
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高　校　卒

149,000

天　草　市

高　校　卒

大　学　卒

379,694

144,600

-

-

経験年数１０年

技能労務職 142,000

134,000中　学　卒

国熊　本　県区　　　　　分

176,700 176,700183,300

-

-

144,600

経験年数２０年 経験年数２５年

一般行政職 257,941

203,180

技能労務職 高　校　卒

（注）技能労務職については、熊本県及び国と区分が異なっており、単純に比較できないため記載して

大　学　卒

高　校　卒 379,962

いません。
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408,611

335,166

355,775

3



（6）一般行政職の級別職員数の状況（平成２８年４月１日現在）

（注）１　天草市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

   　   ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　　　　　　　　％

主事・技師２　級
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　　　　　　　　％

　　　　　　　　人
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　　　　　　　　人

27.0%

　　　　　　　　％
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43 人

16 人

　　　　　　　　人

３　級

73 人 11.2%
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　　　　　　　　％

6.6%
主事・技師

2.5%

支所長・課長・局長・審議員
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（7）期末手当・勤勉手当

千円

（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）(  　)内は、再任用職員（フルタイム勤務）に係る支給割合です。

（8）退職手当（平成２８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 応募認定退職特例 その他の加算措置 応募認定退職特例

措置（2％～45%加算) 措置（2％～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した職員に支給された平均額です。

49.59

41.325

29.145

１人当たり平均支給額（平成27年度）

熊　　本　　県

1,585

20.445

国

2.60 1.60 2.60

49.59

49.59

49.59

49.59

20,82213,172

49.59

1.450.75

1.60

0.75

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５～２０％
・管理職加算　１５～２５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５～１５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５～２０％
・管理職加算　１５～２５％

34.5825

25.55625

1.60

1.45

2.60

25.55625

34.5825

天　　草　　市 国

天　　草　　市

20.445

29.145

41.325

5

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した職員に支給された平均額です。

（9）地域手当（平成２８年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

4,140

支給対象地域 国の制度（支給率）支給対象職員数

828,040

支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

支給実績（平成27年度決算）

福岡市

医師

20

　　　　　-

101

20

16

東京都（特別区）

2

10

0

5



（10）特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

525

36

月額2,000円（賦課業務）
月額4,000円（徴収業務）

月額4,000円

１日につき　200円

月額4,000円

１日につき　200円

１日につき　200円

１件につき
1,500円（行旅死亡人）
800円（行旅病人）

1,967

0

0

0

0 １件につき　500円

行旅死亡人又は行旅病人
の収容業務

感染症の病原体に汚染さ
れている区域において患
者の看護又は当該病原体
の付着した物件若しくは
付着の疑いのある物件の
処理作業

562

行旅死亡人または行旅病人の収容業務
に従事した職員

感染症の病原体に汚染されている区域
において患者の看護又は当該病原体の
付着した物件若しくは付着の疑いのあ
る物件の処理作業に従事した職員

使用料等の個別徴収業務に従事した職
員

市税の賦課・徴収事務に従事した職員

主な支給対象業務

6,883

48,131

17.0

13

支給実績
（27年度決算） 左記職員に対する支給単価

支給実績（平成27年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度）

手当の種類（手当数）

生活保護法の規定に基づ
く保護の業務

市税の賦課・徴収業務

一般廃棄物の収集、運搬
又は焼却作業

使用料等の個別徴収業務

一般廃棄物の収集業務又
は特定病害虫駆除作業

火葬業務に従事した職員

一般廃棄物の収集、運搬又は焼却作業
に従事した職員

主な支給対象職員

一般廃棄物の収集業務又は特定病害虫
駆除作業に従事した職員（清掃作業手
当を支給される職員を除く。）

生活保護法（昭和25年法律第144号）
の規定に基づく保護の業務に従事した
ケースワーカー及び査察指導員

徴収手当

防疫等作業手当

特別作業手当

行旅病人等取扱手当

手当の名称

市税事務従事手当

社会福祉業務手当

火葬業務

清掃作業手当

火葬従事手当

6

千円

千円

千円

千円

千円

千円

 (11) 時間外勤務手当

千円

　円

0

1回につき
6,800円（勤務の全部が深夜）
3,300円（一部深夜4時間以上）
2,900円（一部深夜2時間以上4
時間未満）
2,000円（一部深夜2時間未満）

月額10,000円（医師）
月額3,000円（看護師長）
月額2,000円（看護師又は准看
護師）

１件につき　500円

3793

0

給料月額の100分の150以内

月額5,000円

支給実績（平成27年度決算）

水道閉栓手当

病院又は診療所に勤務する看護師、准
看護師若しくは技師のうち正規の勤務
時間による勤務の全部または一部が深
夜（午後10時から翌日の午前５時まで
の間。以下同じ。）において行われる
看護等の業務に従事した職員

病院に勤務する医師等のうち結核病棟
において結核に関する業務に従事した
職員

水道使用者が給水停止処分を受けた場
合に、当該水道を閉栓するとき、その
職務に従事した職員

危険手当

251,425

323,585

正規の勤務時間による勤
務の全部または一部が深
夜において行われる看護
等の業務

結核病棟においての結核
に関する業務

水道使用者が給水停止処
分を受けた場合に、当該
水道を閉栓する業務

0

0

0

１回につき　300円

放射線取扱手当
エックス線その他の放射
線を人体に対して照射す
る作業

病院に勤務する診療放射線技師又は診
療エックス線技師のうちエックス線そ
の他の放射線を人体に対して照射する
作業に従事した職員

職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

夜間看護手当

火葬業務に従事した職員

医師研究手当

火葬業務

病院又は診療所の業務

火葬従事手当

病院又は診療所に勤務する医師
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 (12) その他の手当（平成２８年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

国の制度と異なる内容

単身赴任手当

【内容】
　公署を異にする異動等に伴って住居を移
転し、やむを得ない事情により配偶者等と
別居して、単身で生活することとなった職
員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・月額３０,000円
　②加算額（片道100㎞以上）
　・職員の住居と配偶者の住居との交通距
離に応じ、8,000円から70,000円を支給

【内容】
　扶養親族のある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
・配偶者13,000円、扶養親族各6,500円
　②加算額
　・16歳から22歳までの間にある子
　　1人につき5,000円加算

初任給調整手当

【内容】
　欠員の補充が困難である職で、新たに医
師等として採用され、離島に所在する病院
等に勤務することを命ぜられた職員に支給

扶養手当

通勤手当

住居手当

【内容】
　自ら借り受けている住宅に居住している
職員に対し支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　最高27,000円

【内容】
　通勤のため、交通機関等を利用又は自動
車等を使用することを常例としている職員
に支給（片道2㎞以上）
【支給単価（一箇月当たり）】
　①交通機関利用者
　支給限度額　55,000円
　②交通用具利用者
　通勤距離に応じて2,000円から3１,６00
円を支給

手　当　名

236,179129,426

内容及び支給単価
支給実績

(H2７年度決算)

同じ

国の制度
との異同

592,800

4,854,000

同じ

同じ

支給職員１人当たり
平均支給年額
(H2７年度決算)

同じ

同じ

57,909

70,413

268,099

102,196

2,964

4,854

7

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

【内容】
　正規の勤務時間として午後10時から翌日
の午前5時までの間に勤務する職員に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　勤務1時間当たりの給与額に100分の25
を乗じて得た額

同じ

同じ

297

【内容】
　管理職手当を支給されている職員が、臨時
又は緊急の必要その他の公務の運営の必要に
より、週休日等又は平日深夜に勤務した場合
に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　①週休日等　6,000円（6時間を超える場合の
勤務は9,000円）
　②平日深夜　3,000円

同じ

【内容】
　管理又は監督の地位にある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①診療所長110,000円
　②看護師長15,000円
　③部長、首席審議員及び牛深支所長60,000円
　④支所長（牛深除く）、部内筆頭課長、教育部
     教育総務課長及び病院事業部経営管理課長
      50,000円
　⑤課長、室長、局長及び事務長 40,000円
　⑥審議員 20000円

夜間勤務手当

【内容】
　宿日直を命ぜられた職員に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
①医師　　20,000円

　②看護師　　5,900円
　③一般職員　4,200円

初任給調整手当
等に勤務することを命ぜられた職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　月額413,300円以内
（採用の日から35年以内の間、採用後一定
期間経過後1年ごとにその額を減じて支給）

管理職手当 470,783

4,854,000同じ

14,850

0

417,400

54,140

宿日直手当

管理職員特別勤務
手当

4,174

0

4,854

同じ

7



（13）特別職の報酬等の状況（平成２８年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

月分

月分

※１　市長については、平成２６年４月
11日から月額270,000円の給料カット
を行っております。なお、（　）はカッ
ト前の給料額となっています。

※２　副市長については、平成２６年７
月から月額１５％の給料カットを行って
おります。なお、（　）はカット前の給
料額となっています。

(870,000)

(665,000)

報

酬

期
末
手
当

副 議 長

議 員

副 市 長

3.15

副 市 長

605,000

市　　　　長

企業管理者

議 長

（平成27年度支給割合）

（平成27年度支給割合）

3.15

348,000議 員

市　　　　長

議 長

教 育 長

600,000

565,250

366,000

407,000

教 育 長

給　料　月　額　等区　　分

給

料

副 議 長

665,000

8

（算定方式） （１期の手当額）

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

 　　勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

（14）昇給への勤務成績の反映状況

地方公務員法第40条の規定に基づき、全職員を対象とした勤務成績の評定を実施しているが、現在、
勤務成績の評定結果を給与に反映していないため、懲戒処分者等を除いては昇給区分に差を設けてい
ない。

退
職
手
当

備　　　　考

副 市 長

教 育 長

9,576,000 円

4,356,000 円給料月額×在職月数×15/100

給料月額×在職月数×30/100

20,880,000 円給料月額×在職月数×50/100

9,576,000 円

企業管理者 給料月額×在職月数×30/100

市 長

※平成26年4月11日現在に在職する市長の退職手当については、条例におい
て支給しないこととなっています。
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）勤務時間

一

勤務時間 休憩時間 週  休  日

8:30 ～ 17:15 12:00 ～ 13:00 日曜日及び土曜日

（平成28年4月1日現在）

一般的な職員の勤務時間は次のとおりですが、交替制勤務職員など、勤務の特殊性によりこ
の勤務時間により難い場合は、別に定めています。

（2）休暇制度の概要

付与要件 付与日数

年次有給休暇 職員の請求時 年20日を限度に付与

病気休暇 職員の負傷又は疾病による療養 必要と認める期間

裁判員等としての休暇 裁判員等として官公庁へ出頭する場合 必要と認める期間

骨髄提供のための休暇 骨髄液提供に際する検査・入院等 必要と認める期間

ボランティア休暇 被災者支援、福祉施設でのボランティア活動 年5日以内

結婚休暇 結婚式等の行事 連続する5日以内

産前休暇 8週間（多胎妊娠14週間）以内に出産予定 出産日までの請求期間

産後休暇 女性職員が出産した場合 8週間

育児時間休暇 生後満1歳に達しない子の育児 1日2回・各々30分

妻の出産休暇 妻出産時の入院の付き添い等 2日以内

男性の育児休暇 妻の産前産後8週の期間中の子の養育 5日以内

妊娠障害休暇 妊娠中の職員の妊娠障害 9日を超えない範囲

子の看護休暇 中学校就学前の子の看護 年5日以内（対象となる子が2人以上の場合は10日）

親族の死亡休暇 親族の死亡 1日～7日

夏季休暇 7～9月までの期間内 3日

介護休暇 相当期間、配偶者等の介護を行う 連続する6ヶ月の期間内（無給）

組合休暇 許可を得て職員団体の業務に従事 年30日以内（無給）

休暇の種類

特
別
休
暇
（

主
な
も
の
）

（1）分限処分の状況（平成27年度中）

　　　　　　　　　　　　処分の種類
処分事由

0 件

8 件 8 件

0 件

0 件

0 件

0 件 0 件 8 件 0 件 8 件

（2）懲戒処分の状況（平成27年度中）

　　　　　　　　　　　　処分の種類
処分事由

0 件

0 件

2 件 2 件 1 件 5 件

2 件 2 件 1 件 0 件 5 件

職に必要な適格性を欠く場合

降給

戒告

合計休職

計

法令に違反した場合

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合

降任

勤務実績が良くない場合

計

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職・過員を生じた場合

免職

心身の故障の場合

　 分限処分とは、職員が十分に職責を果たすことができない場合に、公務能率を維持するために行う処分
 をいい、また、懲戒処分とは、職員の義務違反に対して、公務における秩序を維持するために職員の責任
 を追及する処分をいいます。

減給

刑事事件に関し起訴された場合

免職 合計停職
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４　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）勤務時間

一

勤務時間 休憩時間 週  休  日

8:30 ～ 17:15 12:00 ～ 13:00 日曜日及び土曜日

（平成28年4月1日現在）

一般的な職員の勤務時間は次のとおりですが、交替制勤務職員など、勤務の特殊性によりこ
の勤務時間により難い場合は、別に定めています。

（2）休暇制度の概要

付与要件 付与日数

年次有給休暇 職員の請求時 年20日を限度に付与

病気休暇 職員の負傷又は疾病による療養 必要と認める期間

裁判員等としての休暇 裁判員等として官公庁へ出頭する場合 必要と認める期間

骨髄提供のための休暇 骨髄液提供に際する検査・入院等 必要と認める期間

ボランティア休暇 被災者支援、福祉施設でのボランティア活動 年5日以内

結婚休暇 結婚式等の行事 連続する5日以内

産前休暇 8週間（多胎妊娠14週間）以内に出産予定 出産日までの請求期間

産後休暇 女性職員が出産した場合 8週間

育児時間休暇 生後満1歳に達しない子の育児 1日2回・各々30分

妻の出産休暇 妻出産時の入院の付き添い等 2日以内

男性の育児休暇 妻の産前産後8週の期間中の子の養育 5日以内

妊娠障害休暇 妊娠中の職員の妊娠障害 9日を超えない範囲

子の看護休暇 中学校就学前の子の看護 年5日以内（対象となる子が2人以上の場合は10日）

親族の死亡休暇 親族の死亡 1日～7日

夏季休暇 7～9月までの期間内 3日

介護休暇 相当期間、配偶者等の介護を行う 連続する6ヶ月の期間内（無給）

組合休暇 許可を得て職員団体の業務に従事 年30日以内（無給）

休暇の種類

特
別
休
暇
（

主
な
も
の
）

（1）分限処分の状況（平成27年度中）

　　　　　　　　　　　　処分の種類
処分事由

0 件

8 件 8 件

0 件

0 件

0 件

0 件 0 件 8 件 0 件 8 件

（2）懲戒処分の状況（平成27年度中）

　　　　　　　　　　　　処分の種類
処分事由

0 件

0 件

2 件 2 件 1 件 5 件

2 件 2 件 1 件 0 件 5 件

職に必要な適格性を欠く場合

降給

戒告

合計休職

計

法令に違反した場合

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合

降任

勤務実績が良くない場合

計

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職・過員を生じた場合

免職

心身の故障の場合

　 分限処分とは、職員が十分に職責を果たすことができない場合に、公務能率を維持するために行う処分
 をいい、また、懲戒処分とは、職員の義務違反に対して、公務における秩序を維持するために職員の責任
 を追及する処分をいいます。

減給

刑事事件に関し起訴された場合

免職 合計停職
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５　職員の服務の状況

（1）服務の原則

地方公務員には、全体の奉仕者として守らなければならない義務が定められています。その内容は次のとおりです。

①法令等及び上司の職務上の命令に従う義務

②信用失墜行為の禁止

③秘密を守る義務

④職務に専念する義務

⑤政治的行為の制限

⑥争議行為等の禁止

⑦営利企業への従事等の制限

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（1）研修の実施状況（平成27年度） （2）勤務成績の評定の実施状況（平成27年度）

身上報告

自己評定

育成面接

評定者評定

３　派遣研修

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

（1）職員の健康診断の実施状況（平成27年度）

（2）公務災害等の発生状況（平成27年度） （3）育児休業等の取得状況（平成27年度）

件数

1 男性

1 女性

（4）利益の保護の状況（平成27年度）

有無

無

無

種　　別

任命権者が指定する職員を除く全職員

経済産業省九州経済産業局

熊本県

市町村職員中央研修所研修

自治大学校研修

熊本県市町村職員研修協議会研修

ＩＴ人材育成研修

部分休業取得者数

0

職員に対する不利益な処分についての不服申立て

４　職場研修

通勤災害

給食業務従事者の健康診断

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求

8 2

育児休業取得者数

公務災害

内　　　　　　　　　　　　容

種　　類

特定業務従事者

0

給食業務従事者

実施内容

新規採用職員研修

特定業務従事者の健康診断

職場ごとに実施

２　専門研修

人間ドック受診者以外の全職員

対象職員

接遇研修

定期健康診断

政策形成能力向上研修

対象職員

全職員

任命権者が指定する職員を除く全職員

原則として課長補佐級以下の職員

分類

１　階層別研修

研修内容

管理職研修

監督者研修

一般職研修
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８　公営企業職員の状況

【水道事業】

１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員数に関する状況

平成27年4月2日～平成28年4月1日

(2) 部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

２　職員の給与に関する状況

(1) 職員給与費の状況
決算

職員給与費

千円

給与費　B/A

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　　Ａ

千円人 千円

期末・勤勉手当職員手当 計　Ｂ

千円H27年度

Ｂ／Ａ

区　分

　　　千円

Ａ

千円　

総費用

H27年度

　質収支

純損益又は実

給　 料

区　分

1,422,697 64,111

職員数

106,126 7.5

職員給与費比率

総費用に占める

％

　　　　　千円

Ｂ

千円　

平成27年4月1日
現在職員数

うち4/1採用
採用

主な増減理由

水道

転出転入退職

17人 0人 0人 1人 7人 17人

17人

平成27年

職　　員　　数

平成28年

17人

平成28年4月1日
現在職員数

0人

対前年度
増減数

うち4/1採用

6人 0人

11

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
  　    ２　職員数は、平成２８年３月３１日現在の人数です。

(2) 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２８年４月１日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

(3) 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　　　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～１５％ ・役職加算　５～１５％

（注）再任用職員（フルタイム勤務）はいない。

6,243106,126

2.60

－

1.60

１人当たり平均支給額（平成27年度）

－

1,585

－

1,575

2.60

１人当たり平均支給額（平成27年度）

天　草　市　（一般行政職）企　　業　　職

区　　分

45.4 349,403企　業　職

17 11,152

平均年齢

68,201 26,773

1.60

－

基本給

427,285

平均月収額

11



イ　退職手当（平成２８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 応募認定退職特例 その他の加算措置 応募認定退職特例

措置（2％～45%加算) 措置（2％～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成２８年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）

千円

20

49.59

49.59

34.5825

0

20,422 20,822

企　　業　　職

20.445 20.445

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

0

自己都合

東京都（特別区） 20

応募認定・定年

天　草　市　（一般行政職）

25.55625

自己都合

支給実績（平成27年度決算）

29.145

0

ー

49.59

10

支給対象職員数支給率支給対象地域

福岡市

49.59

支給実績（平成27年度決算）

0

13,172

25.55625

0

29.145

41.325

34.5825

49.59

応募認定・定年

10

41.325

49.59

一般行政職の制度（支給率）

12

千円

　円

　％

左記職員に対する支給単価

千円 １日につき　200円

千円 １回につき　300円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

0.0

支給実績
（27年度決算）

0

0

支給実績（平成27年度決算）

0

0

2

4,693

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度）

主な支給対象業務

支給実績（平成27年度決算）

手当の名称

徴収手当
水道使用料の個別徴収業務に従
事した職員

276職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

水道閉栓手当

水道使用者が給水停止
処分を受けた場合に、
当該水道を閉栓する業
務

主な支給対象職員

水道使用者が給水停止処分を受
けた場合に、当該水道を閉栓す
るとき、その職務に従事した職
員

水道使用料の個別徴収
業務

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

手当の種類（手当数）

12



カ　その他の手当（平成２８年４月１日現在）  

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

1,412

【内容】
　自ら借り受けている住宅に居住している職
員に対し支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　最高27,000円

一般行政職
の制度と異
なる内容

内容及び支給単価

【内容】
　扶養親族のある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
・配偶者13,000円、扶養親族各6,500円
　②加算額
　・16歳から22歳までの間にある子
　　1人につき5,000円加算

863

支給実績
(H2７年度決算)

【内容】
　公署を異にする異動等に伴って住居を移転
し、やむを得ない事情により配偶者等と別居
して、単身で生活することとなった職員に支
給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・月額３０,000円

同じ

同じ

通勤手当 同じ

単身赴任手当

【内容】
　通勤のため、交通機関等を利用又は自動車
等を使用することを常例としている職員に支
給（片道2㎞以上）
【支給単価（一箇月当たり）】
　①交通機関利用者
　支給限度額　55,000円
　②交通用具利用者
　通勤距離に応じて2,000円から3１,６00円
を支給

一般行政
職の制度
との異同

同じ

扶養手当

手　当　名

50,765住居手当

168,471

支給職員１人当たり
平均支給年額
(H2７年度決算)

0

2,864

83,059

0

13

千円 円

千円 円

　・月額３０,000円
　②加算額（片道100㎞以上）
　・職員の住居と配偶者の住居との交通距離
に応じ、8,000円から70,000円を支給

【内容】
　管理職手当を支給されている職員が、臨時又は
緊急の必要その他の公務の運営の必要により、週
休日等又は平日深夜に勤務した場合に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　①週休日等　6,000円（6時間を超える場合の勤務
は9,000円）
　②平日深夜　3,000円

【内容】
　管理又は監督の地位にある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①診療所長110,000円
　②看護師長15,000円
　③部長、首席審議員及び牛深支所長60,000円
　④支所長（牛深除く）、部内筆頭課長、教育部教育
総務課長及び病院事業部経営管理課長　50,000円
　⑤課長、室長、局長及び事務長 40,000円
　⑥審議員 20000円

管理職員特別勤務
手当

同じ

同じ管理職手当 660,000

00

1,320

13



３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)勤務時間（平成28年4月1日現在）

(2) 休暇制度の概要（平成28年4月1日現在）

　市長事務部局と同じ

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)分限処分（平成27年度）

(2)懲戒処分（平成27年度）

なし

５　職員の服務の状況

市長事務部局と同じ

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

(1)研修の実施状況（平成27年度）

市長事務部局と同じ

(2)勤務成績の評定の実施状況（平成27年度）

市長事務部局と同じ

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)職員の健康診断の実施状況（平成27年度）

市長事務部局と同じ

(2)公務災害等の発生状況

なし

0 件

　　　　　　　　　　　処分種類
　処分事由

0 件

0 件

日曜日及び土曜日

週休日勤務時間

12:00～13:008:30～17:15

休憩時間

降任 免職休職降給

0 件

0 件

0 件

0 件

合　　計 0 件

14

(3)育児休業等の取得状況（平成27年度）

(4)利益の保護の状況（平成27年度）

0 0

00男性

無

無

有無

職員に対する不利益な処分についての不服申立て

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

女性

内　　　　　　　　　　　　容

14



【病院事業】

１　職員の任免及び職員数に関する状況

(1) 職員数に関する状況

(2) 部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

２　職員の給与に関する状況

(1) 職員給与費の状況
決算

職員給与費

4人

平成27年4月2日～平成28年4月1日

技術職、看護職の増

10人

転出

病院

平成27年 平成28年

179人

区　分

転入

18人

職　　員　　数 対前年度
増減数

Ａ

　質収支

計　Ｂ

総費用に占める

一人当たり

職員手当

179人 7人

　　　　　千円

Ｂ

％

給与費　B/A

Ｂ／Ａ

千円

62.3

千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

給　 料 期末・勤勉手当

7,273

千円

職員給与費比率

187人

△8人

主な増減理由

187人

退職
うち4/1採用

10人 4人

平成28年4月1日
現在職員数

うち4/1採用

総費用 純損益又は実

平成27年4月1日
現在職員数

採用

H27年度 　　　千円 千円　 千円　

3,685,152 △ 162,802 2,297,063

職員数

　　　　　　Ａ

H27年度 人 千円

区　分

281,666179 724,531 1,301,868295,671

15

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。

  　    ２　職員数は、平成２8年３月３１日現在の人数です。

(2) 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２８年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

(3) 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）
　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分
（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置　　　　職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５～１５％ ・役職加算　５～１５％

（注）(  　)内は、再任用職員（フルタイム勤務）に係る支給割合です。

医療技術職

308,865

308,054

43.6

47.1一 般 事 務 543,401

天　草　市　（一般行政職）

2.60

1,498

企　　業　　職

0.751.45

383,350

1.60

１人当たり平均支給額（平成27年度）

1,585

518,858 1,480,752

１人当たり平均支給額（平成27年度）

－ －

363,843看 護 師

2.60 1.60

平均年齢

39.6

基本給 平均月収額

380,825

区　　分

医 師 49.8

15



イ　退職手当（平成２８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 応募認定退職特例 その他の加算措置 応募認定退職特例

措置（2％～45%加算) 措置（2％～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成27年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成28年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成28年４月１日現在）

千円

　円

　％

千円

千円

20.445

111,845

955,554

60.6

6

応募認定・定年自己都合

左記職員に対する支給単価

20,822

給料月額の100分の150以内

月額　5,000円放射線取扱手当

病院に勤務する診療放射線技師又は
診療エックス線技師のうちエックス
線その他の放射線を人体に対して照
射する作業に従事した職員

企　　業　　職

病院に勤務する医師

49.59

34.5825

86,223

支給実績
（27年度決算）

天　草　市　（一般行政職）

49.59

29.145

主な支給対象業務

420

41.325

49.59

1,173 15,074

41.325 49.59

34.5825

49.59

25.55625

自己都合 応募認定・定年

25.55625

29.145

20.445

49.59

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

支給実績（平成27年度決算） 16,850

936,120

13,172

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

医師 16 14  

支給実績（平成27年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度）

手当の種類（手当数）

主な支給対象職員

エックス線その他の放
射線を人体に対して照
射する業務

病院の医療業務医師研究手当

手当の名称

16

千円

千円

千円

千円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

1回につき
6,800円(勤務の全部が深夜)
3,300円（一部深夜4時間以上)
2,900円（一部深夜2時間以上4
時間未満）

2,000円（一部深夜2時間未
満）

認定看護手当
病院に勤務する看護師のうち認定看
護師であって、当該認定を受けた看
護分野に係る業務に従事した職員

認定看護分野に係る業
務

0 月額　3,000円

384

0

射する作業に従事した職員

支給実績（平成27年度決算）

危険手当

134

糖尿病療養指導手当

職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

①月額　2,000円
②月額　1,000円

月額　10,000円(医師)
月額　3,000円(看護師長)
月額　2,000円（看護師又は
准看護師）

夜間看護手当

病院に勤務する看護師、准看護師若
しくは技師のうち正規の勤務時間に
よる勤務時間による勤務の全部又は
一部が深夜（午後10時から翌日の午
後5時までの間）において行われる看
護等の業務に従事した職員

正規の勤務時間による
勤務時間の全部又は一
部が深夜において行な
われる看護等の業務

24,818

糖尿病療養に関する業
務

①病院に勤務する看護師又は技師のうち
日本糖尿病療養指導士であって、医師の
指示の下で患者の療養指導に従事した職
員
②病院又は診療所に勤務する看護師、准
看護師若しくは技師のうち日本糖尿病療
養指導士又は熊本地域糖尿病療養指導士
であって、糖尿病療養に係る業務に従事
した職員

病院に勤務する医師等のうち結核病
棟において結核に関する業務に従事
した職員

結核病棟において結核
に関する業務

射する業務

20,136

16



カ　その他の手当（平成２８年４月１日現在）  

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

【内容】
　公署を異にする異動等に伴って住居を移転
し、やむを得ない事情により配偶者等と別居
して、単身で生活することとなった職員に支
給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・月額３０,000円
　②加算額（片道100㎞以上）
　・職員の住居と配偶者の住居との交通距離
に応じ、8,000円から70,000円を支給

201,199

支給職員１人当たり
平均支給年額

（H2７年度決算）

一般行政職
の制度との
異同

一般行政職
の制度と異
なる内容

内容及び支給単価

通勤手当

単身赴任手当 同じ

同じ

248,524

扶養手当

住居手当 同じ

【内容】
　自ら借り受けている住宅に居住している職
員に対し支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　最高27,000円

22,333

11,229 94,364

0 0

6,710

同じ

【内容】
　扶養親族のある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
・配偶者13,000円、扶養親族各6,500円
　②加算額
　・16歳から22歳までの間にある子
　　1人につき5,000円加算

【内容】
　通勤のため、交通機関等を利用又は自動車
等を使用することを常例としている職員に支
給（片道2㎞以上）
【支給単価（一箇月当たり）】
　①交通機関利用者
　支給限度額　55,000円
　②交通用具利用者
　通勤距離に応じて2,000円から3１,６00円
を支給

【内容】

手　当　名
支給実績
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千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

同じ

初任給調整手当 異なる

夜間勤務手当 同じ

【内容】
　管理又は監督の地位にある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①院長110,000円　②副院長60,000円
　③診療科長40,000円　④看護総師長30,000円
　⑤薬局長20,000円　⑥看護師長15,000円
　⑦部長、首席審議員及び牛深支所長60,000円
　⑧支所長（牛深除く）、部内筆頭課長、教育部教育
総務課長及び病院事業部経営管理課長　50,000円
　⑨課長、室長、局長及び事務長 40,000円
　⑩審議員 20000円

532,516

薬剤師に対
し支給して
いる

27,158

【内容】
　管理職手当を支給されている職員が、臨時又は
緊急の必要その他の公務の運営の必要により、週
休日等又は平日深夜に勤務した場合に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　①週休日等　6,000円（6時間を超える場合の勤務
は9,000円）
　②平日深夜　3,000円

11,856

【内容】
　正規の勤務時間として午後10時から翌日の
午前5時までの間に勤務する職員に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　勤務1時間当たりの給与額に100分の25を
乗じて得た額

【内容】
　宿日直を命ぜられた職員に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
①医師　　20,000円

　②看護師　　5,900円
　③一般職員　4,200円

15,945 498,272

2,482,53951,166

【内容】
　欠員の補充が困難である職で、新たに医師
等として採用され、離島に所在する病院等に
勤務することを命ぜられた職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①医　師　367,600円以内
　②薬剤師　100,000円以内

27 9,000

管理職手当

管理職員特別勤務
手当

同じ

同じ

144,581

宿日直手当
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３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)勤務時間（平成28年4月1日現在）

(2) 休暇制度の概要（平成28年4月1日現在）

　市長事務部局と同じ

４　職員の分限及び懲戒処分の状況

(1)分限処分（平成27年度）

(2)懲戒処分（平成27年度）

なし

５　職員の服務の状況

市長事務部局と同じ

６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

(1)研修の実施状況（平成27年度）

コーチング研修（中堅職員）、その他市長事務部局と同じ

(2)勤務成績の評定の実施状況（平成27年度）

市長事務部局と同じ

７　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)職員の健康診断の実施状況（平成27年度）

市長事務部局と同じ

(2)公務災害等の発生状況

あり　　　通勤災害　１件

0 件0 件 2 件0 件合　　計

降任

0 件

免職

0 件 2 件 0 件

休職降給
　　　　　　　　　　　処分種類
　処分事由

8:30～17:15

休憩時間 週休日

12:00～13:00 日曜日及び土曜日

勤務時間
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(3)育児休業等の取得状況（平成27年度）

(4)利益の保護の状況（平成27年度）

0

職員に対する不利益な処分についての不服申立て 無

内　　　　　　　　　　　　容 有無

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求 無

0

女性 8 0

部分休業
取得者数

育児休業
取得者数

男性
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